(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：保安対策費
	事業名:県エルピーガス協会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　消防課　予防保安担当　電話番号：058-272-1111（内2473）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,930千円（前年度予算額：1,930千円）

	事業内容


	１　事業の内容


液化石油ガスは、県下の約90％にあたる約70万世帯で使用され県民生活のエネルギー源として不可欠である。しかし、その反面、液化石油ガスの漏えいによる事故は、消費者の不注意に起因するものが多く、事故が発生すると当事者だけでなく第三者にも大きな災害を及ぼす恐れがあることから、事故防止対策の確立が肝要である。
平成22年に全国で205件(前年比＋20件)の爆発事故、一酸化炭素中毒等の事故が発生している。一酸化炭素中毒事故は減少(14→8件)し、死傷者数も減少(148→83人)したものの、事故件数全体では増加している。
　また、全体の事故件数のうち30数％は、消費者の誤操作、不注意に起因するものであり、消費者に対する保安意識の啓発が必要である。
  保安啓発等の実施にあたっては、（社）岐阜県エルピーガス協会（会長　高井宏康　構成員　会員数６６２（H23.3.31））において同種事業を実施しており、これに対して補助金を交付し、事故防止等保安啓発を図ることが得策である。
	２　所要経費


1,930千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　なし
	２　これまでの取組状況


　近年、事故件数の増加傾向が見られるため、各地域で開催する消費者講習会において、保安の啓発を実施するとともに、懸念されている東海・東南海・南海地震に備え、地震対策の周知徹底を図ってきた。
    ・切迫性が懸念されている東海・東南海・南海地震に備え、地震等の災害時の対策
について周知
    ・消費者講習会の開催（定期２１会場、随時５会場）
    ・消費者保安啓発（新聞広告、保安カレンダー）
・ＣＯ中毒事故防止対策
    ・ガス放出防止器の設置促進
　　・全国一斉ＬＰガス保安高度化運動への協力
・安全器具使用の促進
	３　これまでの取組に対する評価


一般消費者等に対し、液化石油ガスに関する知識、取扱い上の注意事項の啓発、「Ｓ型保安ガスメーター」等の高性能な安全器具の取付け促進、一酸化炭素中毒事故防止として不完全燃焼防止装置付き器具への取換え、ＣＯ警報器の普及及び集中監視システムの導入、普及促進が図られた。
　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,930
	0
	0
	1,930
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,930
	0
	0
	1,930
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


